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抄録
喫煙は，がん，循環器疾患，慢性閉塞性肺疾患など多くの疾患の重要な危険因子であり，禁煙は疾

病予防および健康寿命延伸に極めて有効な介入である．しかし，禁煙治療の有効性が確立しているに
もかかわらず，専門的な禁煙支援を利用する喫煙者は必ずしも多くない．地域の薬局・ドラッグスト
アは住民にとってアクセスしやすく，継続的な接触機会を有することから，禁煙補助薬の適正使用支
援に加え，禁煙外来等への受診勧奨やセルフケア支援の拠点として機能し得る．

本稿では，地域薬局における禁煙支援に関する国内外の知見を概観し，薬剤師による受診勧奨とセ
ルフケア支援の役割について検討した．海外では地域薬剤師主導の禁煙支援が禁煙率の向上に寄与す
ることが示されている．一方，本邦では薬局を活用した禁煙支援の制度的位置付けや専門人材の養成
が十分ではなく，地域差も認められる．今後は，地域薬局を禁煙支援のハブとして活用し，受診勧奨
とセルフケア支援を組み合わせた標準的支援モデルの構築とその有効性評価を進めることが求められ
る．
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Abstract

Smoking is a major risk factor for numerous diseases, including cancer, cardiovascular disease, and chron-
ic obstructive pulmonary disease, and smoking cessation is an extremely effective intervention for disease 
prevention and the extension of healthy life expectancy. However, despite the established effectiveness of 
smoking cessation treatment, relatively few smokers utilize specialized smoking cessation services. Com-
munity pharmacies and drugstores are highly accessible to local residents and provide opportunities for 
continuous contact. Therefore, in addition to supporting the appropriate use of smoking cessation aids, they 
can serve as important settings for referral to smoking cessation clinics and the provision of self-care sup-
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I．はじめに

喫煙は世界的に重要な公衆衛生課題であり，がん，循
環器疾患，慢性閉塞性肺疾患等の主要な危険因子である．
禁煙により循環器疾患リスクは短期間で低下し始め，長
期的にはがんおよび総死亡リスクも低下することから
[1-2]，疾病予防および健康増進の観点から，禁煙の推進
は極めて重要である．

我が国では，「健康日本 21（第三次）」において喫煙率
の低下および受動喫煙防止が重点課題として掲げられて
いる．しかし，禁煙の意思を有していても禁煙外来など
専門的な支援に結び付いていない喫煙者は少なくない．

一方，我が国には 2024 年度末時点で調剤薬局 63,203
施設[3]ならびにドラッグストア 19,989 店舗[4]が全国に
分布しており，地域住民にとって最も身近な保健医療
資源の一つとなっている．薬局の認定制度についても
2027 年 5 月に変更されることから，薬局には今後さらに
健康増進，疾病予防および地域医療連携への関与が期待
されている[5]．健康サポート薬局（今後、健康増進支
援薬局へ移行）は地域住民に対する健康相談やセルフメ
ディケーション支援を担う一方，地域連携薬局は医療機
関や介護関係機関との連携を通じて継続的な薬学的管理
を提供する役割を担っている．禁煙支援は，セルフケア
支援と医療機関への受診勧奨の双方を含むことから，こ
れらの薬局機能と高い親和性を有すると考えられる．

さらに，わが国では医療資源の地域偏在や高齢化の進
展に伴い，疾病治療のみならず疾病予防を支える地域基
盤の整備が重要となっている．薬局は全国に広く分布し，
予約を要せず継続的に利用可能な保健医療資源として特
異な位置を占めている．禁煙支援は典型的な一次予防で
あり，医療機関だけでなく地域薬局を含めた地域保健医
療システム全体で担うべき課題である．

地域薬局は，処方箋調剤，一般用医薬品販売，健康相
談などを通じて住民と日常的に接点を持つ．こうした特
徴は，喫煙者を早期に把握し，禁煙支援につなげる上で
大きな利点となる．また，医療機関を受診していない喫
煙者にも接触可能であり，公衆衛生上重要な役割を担う

可能性がある[6-7]．
本稿では，地域薬局を単なる調剤の場ではなく，公衆

衛生機能を有する保健医療資源として捉え直す視点から，
地域薬局における禁煙支援の有効性を整理するとともに，
薬剤師による受診勧奨およびセルフケア支援の意義につ
いて検討し，今後の課題と展望を考察する．

II．地域薬局が禁煙支援の拠点となる意義

地域の薬局ならびにドラッグストアは，医療機関と比
較して利用の障壁が低く，住民が予約なしで利用できる
身近な保健医療資源の一つである．処方箋調剤だけでな
く，一般用医薬品の購入，栄養相談，健康相談などに加
えて，調剤薬局が併設されたドラッグストアでは日用品
の購入も可能であり，日常的に利用されることから，住
民と日常的に接触できる機会を有している．特に，医療
機関を受診していない喫煙者にも介入できる点が，地域
薬局の特徴である[6-7]．

Agomoらは，禁煙支援を地域薬剤師による代表的な公
衆衛生活動の一つとして位置付けており[6]，Brownらも
地域薬局による禁煙支援の公衆衛生上の有用性と費用対
効果を報告している[7]．

また喫煙者は禁煙と再喫煙を繰り返すことが多く，継
続的な支援が重要となる．薬局は処方箋調剤以外での来
局時にも，喫煙状況を確認しやすく，また医療機関受診
時と比較して，相談に際しての利用者負担が小さい[8-9]．
この特徴が病院や診療所にはない薬局の強みと言える．

他にも，地域薬局は診療の有無にかかわらず利用可能
なことから，一次予防の観点からも有用な場合がある．
薬局薬剤師が学校薬剤師を兼務する場合，児童生徒や保
護者を対象に喫煙予防教育や防煙教育を実施する場合
がある[10]．学校保健に地域薬局が関与することにより，
青少年の喫煙開始予防に寄与すると共に，地域における
禁煙支援や健康相談の基盤形成にもつながる可能性があ
る．

さらに，地域薬局は医療機関へのアクセスが限られて
いる住民への支援にも有効である．農村部や医療資源が
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不足する地域では，地域薬局が住民にとって最も利用し
やすい保健医療機関となる場合もあり，禁煙支援のアク
セスの不足を補完する可能性を示している．地域薬局を
活用した禁煙支援は，禁煙支援へのアクセス向上や健康
格差の縮小にも寄与する可能性がある[11]．

このように地域薬局は，喫煙者との接点の多さ，高い
アクセス性，継続支援のしやすさを併せ持つことから，
禁煙支援の重要な実施基盤となり得る．

III．地域薬局における禁煙支援の有効性

地域薬局における禁煙支援の有効性については，複数
のシステマティックレビューおよびメタアナリシスによ
り支持されている．Carson-Chahhoudらは，地域薬局ス
タッフによる禁煙支援は通常ケアと比較して長期禁煙
率を有意に改善することを報告し[12]，Brownらおよび
Sabaらも薬剤師主導の禁煙支援による禁煙率の向上を示
している[7,13]．

これらの研究に共通する知見として，禁煙補助薬の提
供のみならず，喫煙状況の評価，個別カウンセリング，
適正使用支援および継続的フォローアップを組み合わせ
た包括的介入が効果的であることが示されている[8-9]．

一方で，禁煙支援の成果は薬剤師個人の能力だけでな
く，組織体制，研修機会，報酬制度，多職種連携等の実
施環境にも影響を受ける[14-15]．人的資源や時間的余裕
の不足，業務負担の増加は導入上の障壁として指摘され
ている[8,15]．

日本では薬剤師単独による禁煙介入の有効性を直接検
証した研究は限られているものの，禁煙支援教育におい
て，禁煙支援に対する知識や自己効力感，支援スキルの
向上が報告されており[16]，地域薬局が禁煙支援の実施
基盤となり得る．

以上より，地域薬局における禁煙支援は一定の有効性
が期待されるが，その効果を最大限に発揮するためには，
薬剤師教育に加え，制度的支援や自治体や医療機関との
連携を含めた実施環境の整備が必要である．

IV．地域薬局における禁煙支援モデル

1．受診勧奨
薬物療法と行動支援を組み合わせた禁煙治療は高い禁

煙成功率を示すが，禁煙外来等の専門的支援を利用する
喫煙者は多くない．このため，喫煙者を適切な支援へつ
なぐ受診勧奨が重要となる．

近年，注目されている禁煙支援法であるAsk-Advise- 
Connect（AAC）モデルは，Ask（喫煙状況の確認），
Advise（禁煙の推奨），Connect（禁煙支援サービスへ
の紹介）から構成されている．従来のAsk-Advise-Refer
（AAR）モデルは，利用者自身が禁煙支援機関へアクセ
スする必要があるのに対し，AACモデルでは，利用者
の同意のもと医療従事者側が支援機関へ情報提供を行い，

支援機関から利用者へ連絡することから，AARモデルと
比較して禁煙支援サービスの利用率が向上することが報
告されている[17]．農村部の地域薬局においてもAACの
考え方を取り入れた禁煙介入の実施可能性が報告されて
おり[11]，医療機関未受診者とも接点を持つ地域薬局は，
禁煙外来等への橋渡し役としても重要な役割を担うこと
が期待される．

2．セルフケア支援
地域薬局はセルフケア支援の拠点としても重要な役割

を果たす．薬剤師は来局者の喫煙状況やニコチン依存度
を把握し，ニコチンパッチやニコチンガム等の禁煙補助
薬の選択や適正使用を支援することができる[8-9]．

また，禁煙開始日の設定，喫煙の誘因への対応，禁断
症状への助言，再喫煙予防等の行動変容支援も重要な役
割である[1,8]．薬局は住民との継続的な接触機会を有す
ることから，セルフケア能力の向上を支援する場として
有用である．

3．統合的支援モデル
受診勧奨とセルフケア支援は相互補完的な関係にある．

ニコチン依存度が高い者や基礎疾患を有する者には禁煙
外来への橋渡しを行い，それ以外の喫煙者には，セルフ
ケア支援を提供することが考えられる．

Newlonらは，病院退院後の禁煙支援を地域薬局へ移
行するモデルを提唱しており，地域薬局が病院と地域を
つなぐ継続支援拠点となる可能性を示している[18]．こ
のように地域薬局は，受診勧奨とセルフケア支援を統合
して提供することにより，禁煙支援のハブとして機能す
ることが期待される．

V．本邦の現状と課題

我が国には2024年度末時点で6万を超える薬局が存在
するが，これらが禁煙支援に体系的に活用されていると
は言い難い．特に禁煙支援については，個々の薬局の取
組はみられるものの，地域レベルで体系化された支援体
制は十分に構築されていない[19-20]．地域包括ケアシス
テムが推進される中で，薬局を医療・介護のみならず，
疾病予防の実践拠点としてどのように位置付けるかが重
要な政策課題である．

近年，健康サポート薬局や地域連携薬局の整備により，
薬局には調剤機能に加えて，健康増進，疾病予防および
地域包括ケアを支える健康支援機能が期待されている
[5]．しかし，禁煙支援が薬局の標準的業務として十分
に定着しているとは言い難い．

第一に，禁煙支援の制度的位置付けが明確ではない．
禁煙支援は，健康サポート薬局が担う健康相談・セルフ
メディケーション支援機能や，地域連携薬局が担う受診
勧奨・医療機関連携機能との親和性が高い．しかし，現
行制度において禁煙支援はこれらの薬局機能の認定要件
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として明確には位置付けられておらず，その実施状況に
は薬局間で差が認められ，全国的な標準化には至ってい
ない．

第二に，健康サポート薬局制度の普及が十分ではない．
健康サポート薬局は 3,592 施設（2026 年 3 月末時点）で
あり，全薬局の約 5.7％にとどまる．制度開始から約 10
年が経過しているにもかかわらず，健康サポート薬局は
依然として少数であり，人的要件，研修負担，住民認知
度の低さなどが普及の障壁として指摘されている[21]．

第三に，禁煙支援を担う薬剤師に対する評価体制が不
十分である．禁煙相談，行動変容支援，禁煙補助薬の適
正使用支援，禁煙外来への受診勧奨には相応の時間と専
門性が求められる．しかし，これらの活動に対して独立
した調剤報酬上の評価は設けられていない．一方，禁煙
外来においては，ニコチン依存症管理料のもとで医師や
看護師による禁煙支援が実施されているが，薬剤師につ
いては禁煙支援認定薬剤師等の資格制度が存在するにも
かかわらず，その専門性を評価する仕組みは十分に整備
されていない．そのため，禁煙支援に関する専門性の習
得や継続的実践を促進する制度的インセンティブは必ず
しも十分ではない．今後，全国的な禁煙支援体制を構築
するためには，禁煙支援に関する専門研修や認定資格を
有する薬剤師の活動を適切に評価し，地域支援・医薬品
供給対応体制加算や健康増進支援との連動を含めた評価
のあり方について検討する必要がある．

また，日本における薬剤師を対象とした禁煙支援研修
により知識，態度，自己効力感および支援スキルの向上
が認められており，薬剤師教育の有効性が示されている．
一方で，地域薬局における禁煙支援の有効性を直接検証
した研究は依然として限られており，薬剤師の能力向上
を実際の禁煙支援成果へ結び付けるための実装研究の蓄
積が求められる[13,22]．

第四に，禁煙支援の実施体制には地域差が存在する．
まず，人材育成の面では，禁煙支援薬剤師の養成を行っ
ている都道府県薬剤師会は 15 都道府県程度にとどまる
ことから，専門人材の育成体制には地域差があると言え
る[23]．また各薬剤師会は独自の認定制度を導入してお
り，日本禁煙学会の認定指導者の条件（3 年以上の禁煙
指導歴等と認定試験合格）とは異なることから，専門人
材の育成体制には地域差に加えてレベル差を有する可能
性もある．

また，住民に対する禁煙支援体制についても地域差が
存在する．これまでにも熊本市，横浜市，広島県，鳥取
県など先進的な一部の自治体では，薬局を単なる禁煙対
策の普及啓発協力機関としてではなく，地域における禁
煙支援資源として活用する取組が進められてきた．例え
ば薬剤師会と連携し，禁煙相談対応薬局や禁煙支援薬局
の整備，禁煙補助薬の適正使用支援，禁煙外来への受診
勧奨，住民向け健康教育や啓発活動等である．厚生労働
省が公表した令和7年度および令和8年度の「禁煙週間」
における自治体の取組状況によると[24-25]，薬局を活用

した取組は，①禁煙支援薬局一覧の公表やホームページ
への掲載等による情報提供，②薬局窓口での禁煙啓発ポ
スター掲示や啓発資材配布，③薬剤師による禁煙相談に
大別された．最も多かったのは禁煙支援薬局に関する
情報提供であり，令和 7 年度及び令和 8 年度ともに 11 自
治体で実施されていた．一方，薬剤師による禁煙相談
や禁煙支援を実施していた自治体は，令和 7 年度 4 自治
体，令和 8 年度 3 自治体にとどまり，財政的支援まで含
めて制度化している自治体は岩手県奥州市，福島県三島
町及び大分県竹田市の 3 自治体のみであった．その支援
は，一般用禁煙補助薬購入費用の一部助成，またはニコ
チンパッチ 1 ～ 2 週間程度の配布によるものであったが，
いずれの自治体も実施期間や先着順など限定的であった．
現時点では，薬局を活用した禁煙支援の全国的な標準モ
デルは確立されておらず，先行事例の成果を踏まえた全
国展開が課題である．

VI．今後の展望

禁煙支援を地域社会に定着させるためには，個々の薬
剤師や薬局による自主的な取組に依存するのではなく，
地域薬局を活用した持続可能な支援体制を構築する必要
がある．

1．薬局を活用した禁煙支援体制の構築
喫煙は主要な生活習慣病リスクであり，禁煙は最も費

用対効果の高い予防介入の一つである．それにもかかわ
らず，禁煙支援には地域差が存在し，薬局を活用した禁
煙相談や受診勧奨の取組も自治体によって大きく異なっ
ている．本稿で示したように，OTC禁煙補助薬への公
的助成を含めた包括的な禁煙支援体制を制度化している
自治体は限られており，薬局を活用した禁煙支援の全国
的な標準モデルは未だ確立されていない．

今後は，地域薬局を禁煙支援の入口として位置付け，
喫煙状況の把握，セルフケア支援，禁煙外来や行政施策
への受診勧奨を一体的に提供する支援モデルを構築する
ことが求められる．そのためには，禁煙外来より処方さ
れた医療用禁煙補助薬の調剤業務を行うのみにとどまら
ず，地域薬局はかかりつけ医，保健所，市町村保健セン
ター，地域包括支援センター等との連携体制を整備し，
地域全体で禁煙支援を推進する仕組みを整備する必要が
ある．

また，先行自治体における取組について，禁煙成功率
や費用対効果等の評価を行い，その成果を検証しながら
普及可能な支援モデルへ発展させていくことが望まれる．

2．禁煙支援人材の養成と専門性の評価
禁煙支援には，ニコチン依存症や禁煙補助薬に関する

知識に加え，行動変容支援や動機付け面接等の専門的技
能が求められる．しかし，わが国の薬学教育において禁
煙支援教育は十分とは言えない[26]．今後は，禁煙支援
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者の地域差を解消するためにも，学部教育において禁煙
支援教育の必修化を図る必要がある．また，薬剤師に対
する教育介入は，禁煙支援実践能力の向上に有効である
ことが報告されており[22]，人材育成と実践機会の両輪
による支援体制の構築が求められる．

3．薬局DXおよびICT活用の推進
近年進展している薬局DXは，禁煙支援の継続性と効

率性を高める有力な基盤となり得る．電子薬歴やPHR
（Personal Health Record）を活用することで，喫煙歴や
禁煙意向の把握，禁煙補助薬の使用状況の確認，継続的
なフォローアップを体系的に実施することが可能となる．

さらに，スマートフォンアプリ等を活用した薬剤師主
導の禁煙支援モデルの有効性も報告されており[27]，今
後はICTを活用した個別化支援や遠隔支援の発展が期待
される．薬局DXを単なる業務効率化にとどめず，地域
住民の健康支援を支えるインフラとして活用していく視
点が重要である．

VII．おわりに

喫煙は依然として重要な公衆衛生課題であり，その対
策は健康寿命の延伸と疾病負担の軽減に大きく寄与する．
本稿で概観した国内外の知見から，地域薬局は禁煙補助
薬の適正使用支援のみならず，禁煙外来への受診勧奨や
継続的な行動変容支援を提供できる有力な保健医療資源
となり得ることが示唆された．

一方で，我が国における薬局を活用した禁煙支援は，
制度的位置付けの不明確さ，人材育成や評価体制の不足，
さらには地域差といった課題を抱えている．また，一部
自治体ではOTC禁煙補助薬購入費助成事業などの先進
的取組が見られるものの，その状況は限定的であり，全
国的な支援体制の構築には至っていない．

地域薬局は全国に広く分布し，住民が日常的にアクセ
スできる数少ない保健医療資源である．今後，薬局を禁
煙支援の拠点として活用し，医療機関や自治体との連携
のもとでその機能を発揮することができれば，禁煙支援
へのアクセス向上のみならず，健康格差の縮小や地域に
おける予防医療の推進にも寄与することが期待される．
地域薬局の公衆衛生的役割を改めて評価し，その潜在力
を十分に活かすための制度的・社会的基盤の整備が求め
られる．
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